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研究成果の概要（和文）：　本研究では、教育政治学という、これまで存在しなかった新たな学問領域の創成に
よって、教育と政治の関係把握を革新することをめざした。具体的には、戦後の教育しに着目して、教育学はな
ぜ、どのように脱政治化していったのかを歴史的に分析する作業に着手した。それを通じて、教育が再政治化さ
れる条件を明らかにした。そして、教育が再政治化される時代における教育と政治の新たな関係を、教育行政構
造の改革、18歳選挙権をふまえた政治教育の復権という視点から解明した。

研究成果の概要（英文）：　In this research, we aimed to innovate grasping the relationships between 
education and politics through the creation of a new discipline area that has not existed so far, 
namely the politics of education. Specifically, focusing on education after the world warⅡ, we 
started a work of historically analyzing why and how education was made depoliticized. Through it, 
we clarified the conditions under which education could be re-politicized. Then, we revealed the new
 relationship between education and politics in the era when education is politicized from the 
viewpoint of the reform of educational administration structure and the restoration of political 
education based on the reduction of voting rights age to over 18years old.
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１．研究開始当初の背景 
 従来、日本には教育政治学という学問領域
が明確な形では存在せず、「教育政治学」の
名を冠した学会や研究会も全く存在しなか
った。この点、例えばアメリカ合衆国ではア
メリカ教育学会に「教育政治学」の部会
（special interest group）が存在し、またそ
のもととなる教育政治学会（Politics of 
Education Association）が 1969 年に創設さ
れ、活動を続けているのとは際立った対照を
なしていた。 
 
２．研究の目的 
 以上の背景をふまえ、本研究では、教育政
治学という、これまで存在しなかった新たな
学問領域の創成によって、教育と政治の関係
把握を革新することをめざした。 
 
３．研究の方法 
 上記の目的を達成するために、本研究では
以下の三つの課題を設定した。第一は、日本
において教育と政治が分離してきた歴史を
批判的に対象化することである。第二は、政
治学のパラダイムがアメリカの脱行動論革
命以降、規範・実践学と実証科学とに分離し
てきた経緯を分析し、その再統合の可能性を
探究することである。第三は、上記二つの課
題遂行に基づいて教育と政治の新たな関係
把握のための条件を探り、教育学と政治学の
パラダイム革新につなげることである。 
 
４．研究成果 
 2014 年度は、従来の教育学の分析枠組み
を教育政治学の分析枠組みへと転換させる
ための土台づくりを以下の４つの方法によ
って行った。 
第一に、教育実践が政治とどのように相互

浸透しているかを、アメリカおよび日本のシ
ティズンシップ教育の展開に即して分析し
た。文献や資料収集による研究に加えて、ア
メリカにおける研究協力者・機関（Harry 
Boyte Co-Director of Center for Democracy 
and  Citizenship ,Augsburg College, 
Minneapolis, Minnesota, USA）とのコラボ
レーションを行い、著書を刊行した。また、
日本における実践のフィールドは、小玉が現
在代表をしている日本シティズンシップ教
育フォーラムと連携して、そこに参加してい
る教員や実践家との協働を行った。 
第二に、戦後教育学（戦後教育行政学や教

育権論を含む）の歴史的展開を対象として、
教育学はなぜ、どのように脱政治化していっ
たのかを歴史的に分析する作業に着手した。 
第三に、教育が再政治化する今日的局面を

検討した。特に、教育の再政治化をめぐる最
重要の論点である首長主導の教育改革に関
する分析を行った。 
第四に、以上三つの課題の成果を付き合わ

せつつ、教育政治学の分析枠組みの形成をめ
ざした研究会、シンポジウムを、８月の日本

教育学会大会と、１月の名古屋大学訪問にお
いて行った。 
 2015 年度は、教育行政の独立性と教育の
政治的中立性という戦後教育を規定してき
た二つの原理が、今日、再編の対象となりつ
つある点に注目した。前者については、教育
委員会制度見直しの動きとの関係で、また、
後者については、１８歳選挙権の実現に伴う
政治教育の再評価との関係で、様々な議論が
生まれている。特に、後者の政治教育に関し
ては、18 歳選挙権の成立を受けて、政治教育
のカリキュラム上の位置づけ、高等学校にお
ける新科目設定の是非、道徳の教科化などを
めぐって、論点が生まれている。そうした動
きは、教育研究にとっても、政治と教育の新
たな関係把握を理論的に要請している。そこ
で、日本教育学会第７４回大会（2015 年）
のラウンドテーブル「教育政治学の創成－教
育学と政治学の協働へ向けて」において、こ
の教育研究における政治と教育の新たな関
係把握を行うという理論的要請に応えるべ
く、教育政治学の創成可能性を検討した。特
に、政治学者の田村哲樹氏に「政治教育にお
ける「政治」とは何か」と題する報告を行っ
てもらい、それに、村上と小玉がコメントを
行うという形で、教育学と政治学の協働可能
性を探った。 
 2016 年度は、以上の成果をふまえて、日
本政治学会の学会誌に、小玉重夫・荻原克
男・村上祐介「教育はなぜ脱政治化してきた
か－戦後史における 1950 年代の再検討－」
（『年報政治学 2016－Ⅰ』日本政治学会、木
鐸社、2016.6.pp.31-52）を発表した。さらに、
この論文をもとにして、日本教育学会第７５
回大会（2016 年）のラウンドテーブルにお
いて、政治学の吉田徹氏をコメンテーターに
招いて、討論の場を設け、議論を行った。さ
らに、田村氏や吉田氏の協力を得て、日本政
治学会の分野別研究会として「教育と政治研
究会」を立ち上げ、活動を開始した。また、
研究代表者の単著としては、小玉重夫『教育
政治学を拓く－18 歳選挙権の時代を見すえ
て』（勁草書房、２０１６年８月、全２２６
頁）を刊行した。 
 以上を通じて、教育学と政治学の双方に教
育政治学の足場を築き、教育学と政治学のパ
ラダイム革新の端緒を開くことができた。 
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